
【補足】_厚生労働省Ｑ＆Ａ（Vol.３）を受けての取扱い（東京都福祉保健局） 

※本内容は、厚生労働省事務連絡「『福祉・介護職員処遇改善臨時特例交付金に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和４年３月 25 日）』の送付について」を受けて、

東京都が方針を整理したものになりますので、東京都に計画書をご提出いただく事業所におかれましては、本紙の内容もご確認ください。 

 

○ 厚生労働省Ｑ＆Ａ（Vol.３）問３について 

 

 

⇒左記Ｑ＆Ａを受けての取扱い（東京都に計画書を提出する場合） 

●法人単位で一括して処遇改善計画書を作成することは可能 

●つまり、東京都宛の計画書においては、加算の計画書・交付金の

計画書ともに、他道府県の事業所を含めて作成することを認める。 

●ただし、上記の場合、交付金の計画書の別紙様式２－２（「交付金

別紙様式２－２」）において、他道府県の事業所は「交付金取得予

定」欄を「×」とした上で、グレーアウトした金額等の欄に、その

まま金額等を入力すること。 


